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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第98期
第２四半期
連結累計期間

第99期
第２四半期
連結累計期間

第98期
第２四半期
連結会計期間

第99期
第２四半期
連結会計期間

第98期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（百万円） 392,479 605,701 226,955 311,1621,023,495

経常利益（損失）（百万円） △25,742 13,488 △4,559 6,370 △1,914

四半期（当期）純利益（損失）

（百万円）
△29,004 5,844 △7,157 2,736 △3,011

純資産額（百万円） － － 196,330 227,107 227,717

総資産額（百万円） － － 732,388 737,427 777,809

１株当たり純資産額（円） － － 314.77 363.20 364.88

１株当たり四半期（当期）純利益

（損失）金額（円）
△50.71 10.24 △12.52 4.80 △5.27

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ 10.24 － 4.80 －

自己資本比率（％） － － 24.5 28.1 26.8

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
18,123 37,244 － － 80,304

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△26,468 △13,737 － － △40,392

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
3,568 △32,358 － － △39,364

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 24,436 20,910 30,380

従業員数（人） － － 24,869 25,092 24,785

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

　２．売上高には、消費税等は含まれていない。

　３．△は、損失又は減少を示す。

　４．第98期第２四半期連結累計（会計）期間及び第98期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載していない。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はない。また、主要な関係会社における異動もない。　

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　　当第２四半期連結会計期間末の連結会社における従業員数は、25,092名である。　

　（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループ

への出向者を含む。）である。

２．期間従業員、派遣社員等の総数は、9,391名である。

(2）提出会社の状況

　　当第２四半期会計期間末の提出会社における従業員数は、10,879名である。　

　（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）である。

２．期間従業員、派遣社員等の総数は、3,525名である。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと次のとおりである。

セグメントの名称 区分
当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

前年同四半期比（％）

日本
トラック・バス（台） 25,566 －

受託車（台） 36,810 －

アジア
トラック・バス（台） 2,958 －

受託車（台） 3,938 －

　　 報告セグメント計
トラック・バス（台） 28,524 －

受託車（台） 40,748 －

その他
トラック・バス（台） － －

受託車（台） － －

合計
トラック・バス（台） 28,524 －

受託車（台） 40,748 －

　

(2) 受注状況

　当社グループは国内及び海外の販売実績及び販売見込み等の資料を基礎として見込生産を行っている。

　なお、受託車についてはトヨタ自動車株式会社より受託生産している。
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(3) 販売実績

　当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと次のとおりである。

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

前年同四半期比（％）

日本（百万円） 265,338 －

アジア（百万円） 77,330 －

　　 報告セグメント計（百万円） 342,668 －

その他（百万円） 21,176 －

調整額（百万円） △52,682 －

合計（百万円） 311,162 －

　　（注）１．「調整額」はセグメント間の取引消去である。

２．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりである。

相手先

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

トヨタ自動車㈱ 48,160 21.2 91,471 29.4

３．本表の金額には、消費税等は含まれていない。

２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。また、前事業年度の有価証券報告書に

記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。

　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものである。

(1) 業績の状況　

　当第２四半期連結会計期間における国内普通トラック（大型・中型トラック）市場については、企業収益の改善

等により総需要は14千台と前年同四半期に比べ3千台(23.2％)増加した。また、小型トラック市場においても、総需

要は16千台と前年同四半期に比べ3千台(21.4％)増加した。

　国内売上台数については、前述の需要増加に伴いトラック・バス総合計で7千台と前年同四半期に比べ4百台

(5.3％)増加した。

　海外市場については、世界経済の回復を背景に、トラック・バスの売上台数は19千台と前年同四半期に比べ7千台

(58.5％)増加した。

　以上により、日野ブランド事業のトラック・バスの総売上台数は26千台となり、前年同四半期に比べ7千台

(39.3％)増加した。

　トヨタ自動車株式会社からの受託生産車については、アジア・中東・オセアニア向けを中心とした「ランドク

ルーザープラド」の生産が増加した結果、総生産台数は41千台と前年同四半期に比べ18千台(82.7％)増加した。

　以上により、売上高は3,111億62百万円と前年同四半期に比べ842億7百万円(37.1％)の増収となった。また、損益

面においては、売上高が増加したこと及び原価改善等により営業利益は77億38百万円、経常利益は63億70百万円、

四半期純利益は27億36百万円となり、いずれも前年同四半期に比べ増益となり、赤字から黒字に転換することがで

きた。

　

　セグメントの業績は、次のとおりである。

　（日本）

　国内トラック・バス及び輸出車の販売、並びにトヨタ自動車株式会社からの受託車を中心に、売上高は2,653億

38百万円となった。また、セグメント利益は38億1百万円となった。　

　（アジア）

　インドネシア・タイ等でのトラック・バスの販売を中心とし、売上高は773億30百万円となった。また、セグメン

ト利益は48億33百万円となった。　

　（その他）

　北米におけるトヨタブランド車向けユニット事業を中心とし、売上高は211億76百万円となった。また、セグメン

ト利益は73百万円となった。　

　

(2) 財政状態に関する状況

　当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ403億82百万円減少し、7,374億27百万円となっ

た。これは、国内トラック・バスの売上台数が前連結会計年度末に比べ少ないため売掛債権が146億72百万円減少し

たこと及び有形固定資産が148億28百万円減少したこと、また株価下落を主要因とし投資有価証券が52億15百万円

減少したことによるものである。

　負債については、前連結会計年度末に比べ397億72百万円減少し、5,103億19百万円となった。これは、生産台数が前

連結会計年度末に比べ少ないため買掛債務が64億46百万円減少したこと及び有利子負債が331億円減少したことに

よるものである。

　純資産については、前連結会計年度末に比べ6億9百万円減少し、2,271億7百万円となった。これは、四半期純利益58

億44百万円を計上したものの、株価下落により投資有価証券の評価差額金が28億69百万円減少したこと及び為替換

算調整勘定が28億2百万円減少したことによるものである。

　

EDINET提出書類

日野自動車株式会社(E02146)

四半期報告書

 6/32



(3) キャッシュ・フローの状況　

　当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、売上債権の増加、法人税

等の支払い及び有形固定資産の取得による支出、並びに有利子負債の返済等による資金の減少があった一方で、

税金等調整前四半期純利益の計上及び減価償却費の計上等による資金の増加により、第１四半期連結会計期間末

に比べ4億6百万円増加し、209億10百万円となった。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）　

　当第２四半期連結会計期間における営業活動による資金の増加は、127億48百万円（前年同四半期比2.4倍）と

なった。これは主に、売上債権の増加による資金の減少が76億51百万円（前年同四半期比76.1％減）あったこと

及び、法人税等の支払いによる資金の減少が12億14百万円（前年同四半期は60億44百万円の還付による資金の

増加）あった一方で、税金等調整前四半期純利益の計上による資金の増加が62億2百万円（前年同四半期は53億

76百万円の損失）あったこと及び減価償却費の計上が131億37百万円（前年同四半期比4.7％減）あったことに

よるものである。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間における投資活動による資金の減少は、78億51百万円（前年同四半期比39.1％減）

となった。これは主に、生産設備を中心とした有形固定資産の取得による支出が65億34百万円（前年同四半期比

37.2％減）あったことによるものである。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）　

　当第２四半期連結会計期間における財務活動による資金の減少は、42億28百万円（前年同四半期は87億9百万

円の増加）となった。これは主に、有利子負債の返済による資金の減少が34億98百万円（前年同四半期は93億74

百万円の増加）あったことによるものである。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題　

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はない。　

(5) 研究開発活動　

　当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は、101億93百万円である。　

　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

(2）設備の新設、除却等の計画

　　当第２四半期連結会計期間中に完成した主要な設備は、次のとおりである。

　　提出会社

事業所名（所在地）
セグメントの

名称
設備の内容 取得価額（百万円） 完成年月

日野工場（東京都日野市） 日本
トラック・エンジン生

産設備
2,230平成22年７月～９月

羽村工場（東京都羽村市） 〃
トラック・受託車両生

産設備
748 〃

新田工場（群馬県太田市） 〃
エンジン・部品生産設

備
508 〃

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はない。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はない。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,400,000,000

計 1,400,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 574,580,850 574,580,850

東京証券取引所

（市場第一部）

名古屋証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 574,580,850 574,580,850 － －
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(2)【新株予約権等の状況】

 　会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりである。

 　　平成20年６月25日定時株主総会及び取締役会決議

 
第２四半期会計期間末現在

（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個） 1,242

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,242,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 571

新株予約権の行使期間
自　平成22年８月１日

至　平成28年７月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　571

資本組入額　　　286

新株予約権の行使の条件

１．各新株予約権の一部行使はできないものとする。

２．新株予約権者は、平成20年６月25日開催の定時株主

総会終結後２年内の最終の決算期に関する定時株主

総会終結まで、当社の取締役、執行役員又は従業員等

の地位にあることを要する。

３．新株予約権者は、当社の取締役、執行役員、従業員等

の地位を失った後も２年間に限り、新株予約権を行

使することができる。ただし、自己都合による退任も

しくは退職又は解任もしくは解雇により、その地位

を失った場合は、新株予約権は即時失効する。

４．新株予約権の相続はこれを認めない。

５．その他の行使条件については、平成20年６月25日

開催の定時株主総会決議及び取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権者との間で締結する契約に定

めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承

認を要する。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

　（注）平成20年６月25日開催の定時株主総会において、ストック・オプションに対応するために代用自己株式1,300,000

株を上限として取得することを決議しており、新株発行の予定はない。なお、提出日（平成22年11月11日）現在に

おいて、上記定時株主総会決議に基づく自己株式の取得は完了している。
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 　　平成21年６月24日定時株主総会及び取締役会決議

 
第２四半期会計期間末現在

（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個） 1,232

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,232,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 341

新株予約権の行使期間
自　平成23年８月１日

至　平成29年７月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　341

資本組入額　　　171

新株予約権の行使の条件

１．各新株予約権の一部行使はできないものとする。

２．新株予約権者は、平成21年６月24日開催の定時株主

総会終結後２年内の最終の決算期に関する定時株主

総会終結まで、当社の取締役、執行役員又は従業員等

の地位にあることを要する。

３．新株予約権の相続はこれを認めない。

４．その他の行使条件については、平成21年６月24日開

催の定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、

当社と新株予約権者との間で締結する契約に定める

ところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承

認を要する。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

　（注）平成21年６月24日開催の定時株主総会において、ストック・オプションに対応するために代用自己株式1,300,000

株を上限として取得することを決議しており、新株発行の予定はない。なお、提出日（平成22年11月11日）現在に

おいて、上記定時株主総会決議に基づく自己株式の取得は完了している。
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 　　平成22年６月25日定時株主総会及び取締役会決議

 
第２四半期会計期間末現在

（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個） 1,294

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,294,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 396

新株予約権の行使期間
自　平成24年８月１日

至　平成30年７月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　396

資本組入額　　　198

新株予約権の行使の条件

１．各新株予約権の一部行使はできないものとする。

２．新株予約権者は、平成22年６月25日開催の定時株主

総会終結後２年内の最終の決算期に関する定時株主

総会終結まで、当社の取締役、執行役員又は従業員等

の地位にあることを要する。

３．新株予約権の相続はこれを認めない。

４．その他の行使条件については、平成22年６月25日開

催の定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、

当社と新株予約権者との間で締結する契約に定める

ところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承

認を要する。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

　（注）平成22年６月25日開催の定時株主総会において、ストック・オプションに対応するために代用自己株式1,300,000

株を上限として取得することを決議しており、新株発行の予定はない。なお、提出日（平成22年11月11日）現在に

おいて、上記定時株主総会決議に基づく自己株式の取得は完了している。

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。　

　

　

(4)【ライツプランの内容】

該当事項なし。　

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成22年７月１日～

平成22年９月30日
－ 574,580 － 72,717 － 64,307

　

EDINET提出書類

日野自動車株式会社(E02146)

四半期報告書

12/32



(6)【大株主の状況】

 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町１ 287,897 50.1

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口）　
東京都港区浜松町２－11－３ 26,690 4.6

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口）　
東京都中央区晴海１－８－11 18,337 3.2

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（中央三井信

託銀行退職給付信託口）

東京都中央区晴海１－８－11 10,031 1.7

東京海上日動火災保険株式会

社
東京都千代田区丸の内１－２－１ 6,104 1.1

株式会社竹中工務店 大阪府大阪市中央区本町４－１－13 5,562 1.0

野村信託銀行株式会社（投信

口）
東京都千代田区大手町２－２－２ 5,295 0.9

株式会社永坂産業 東京都中央区京橋１－10－１ 4,255 0.7

日清紡ホールディングス株式

会社
東京都中央区日本橋人形町２－31－11 4,209 0.7

株式会社デンソー　 愛知県刈谷市昭和町１－１ 4,013 0.7

計 － 372,394 64.8

（注）上記のほか、当社は自己株式を4,535千株保有している。　

　

　

(7)【議決権の状況】

①【発行済株式】　

 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  

〔自己保有株式〕

普通株式　　　4,535,000　　　

　　

－　 －

 
〔相互保有株式〕

普通株式　　　　371,000
－　　 －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　568,149,000568,149 －

単元未満株式 普通株式　  　1,525,850 － －

発行済株式総数 574,580,850－ －

総株主の議決権 － 568,149 －
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②【自己株式等】

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）               

日野自動車㈱
東京都日野市日野台

３－１－１
4,535,000 － 4,535,000 0.79

（相互保有株式）               

山梨日野自動車㈱
山梨県甲府市酒折１

－２－10　
52,000 － 52,000 0.01

徳島日野自動車㈱

徳島県板野郡松茂町

笹木野八北開拓203

－１　

30,000 － 30,000 0.01

㈱ホリキリ
千葉県八千代市上高

野1827－４　
133,000 － 133,000 0.02

澤藤電機㈱
群馬県太田市新田早

川町３
93,000 － 93,000 0.02

千代田運輸㈱
東京都日野市日野台

１－21－１　
40,000 － 40,000 0.01

埼玉機器㈱

埼玉県さいたま市中

央区下落合７－１－

３　

23,000 － 23,000 0.00

計 － 4,906,000 － 4,906,000 0.85

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年４月 平成22年５月 平成22年６月 平成22年７月 平成22年８月 平成22年９月

最高（円） 484 523 509 447 401 429

最低（円） 384 418 432 374 358 365

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成している。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、あらた監査法

人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 21,176 30,659

受取手形及び売掛金 188,171 202,844

商品及び製品 53,423 50,131

仕掛品 21,811 18,571

原材料及び貯蔵品 25,848 23,758

その他 31,094 33,197

貸倒引当金 △3,093 △3,224

流動資産合計 338,431 355,937

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 91,659 94,823

機械装置及び運搬具（純額） 85,393 90,771

土地 90,373 90,473

その他（純額） 34,702 40,890

有形固定資産合計 ※1
 302,129

※1
 316,958

無形固定資産 19,629 21,839

投資その他の資産

投資有価証券 63,905 69,121

その他 18,704 19,454

貸倒引当金 △5,373 △5,501

投資その他の資産合計 77,236 83,074

固定資産合計 398,995 421,872

資産合計 737,427 777,809

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 171,059 177,505

短期借入金 78,302 105,598

コマーシャル・ペーパー － 5,000

1年内返済予定の長期借入金 42,727 6,679

未払法人税等 4,436 3,128

製品保証引当金 10,220 8,110

その他の引当金 3,516 3,577

その他 40,222 42,030

流動負債合計 350,483 351,629

固定負債

長期借入金 80,294 117,146

退職給付引当金 41,931 41,331

その他の引当金 1,709 2,034

その他 35,900 37,950

固定負債合計 159,835 198,463

負債合計 510,319 550,092
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 72,717 72,717

資本剰余金 64,327 64,327

利益剰余金 70,615 65,983

自己株式 △1,654 △1,149

株主資本合計 206,006 201,879

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 11,357 14,227

繰延ヘッジ損益 △35 △149

土地再評価差額金 1,561 1,561

為替換算調整勘定 △11,902 △9,100

評価・換算差額等合計 980 6,539

新株予約権 215 154

少数株主持分 19,904 19,144

純資産合計 227,107 227,717

負債純資産合計 737,427 777,809
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 392,479 605,701

売上原価 353,654 521,932

売上総利益 38,825 83,769

販売費及び一般管理費

給料及び手当 16,771 15,822

賞与引当金繰入額 1,820 1,821

退職給付引当金繰入額 1,277 1,499

その他 40,964 48,209

販売費及び一般管理費合計 60,834 67,351

営業利益又は営業損失（△） △22,009 16,417

営業外収益

受取利息 626 685

受取配当金 534 764

為替差益 555 －

持分法による投資利益 － 233

雑収入 1,037 866

営業外収益合計 2,754 2,550

営業外費用

支払利息 2,172 1,928

為替差損 － 2,852

持分法による投資損失 3,419 －

雑支出 895 698

営業外費用合計 6,487 5,480

経常利益又は経常損失（△） △25,742 13,488

特別利益

固定資産売却益 122 35

貸倒引当金戻入額 － 120

その他 110 518

特別利益合計 233 674

特別損失

固定資産除売却損 955 316

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,090

その他 334 246

特別損失合計 1,290 1,654

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△26,799 12,507

法人税、住民税及び事業税 1,290 4,703

法人税等調整額 161 △232

法人税等合計 1,452 4,470

少数株主損益調整前四半期純利益 － 8,037

少数株主利益 753 2,192

四半期純利益又は四半期純損失（△） △29,004 5,844
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 226,955 311,162

売上原価 199,573 269,877

売上総利益 27,381 41,285

販売費及び一般管理費

給料及び手当 8,242 7,895

賞与引当金繰入額 895 923

退職給付引当金繰入額 573 808

その他 20,872 23,919

販売費及び一般管理費合計 30,584 33,547

営業利益又は営業損失（△） △3,203 7,738

営業外収益

受取利息 280 358

受取配当金 95 298

持分法による投資利益 － 97

雑収入 493 399

営業外収益合計 869 1,153

営業外費用

支払利息 980 1,000

為替差損 461 1,171

持分法による投資損失 380 －

雑支出 402 349

営業外費用合計 2,226 2,521

経常利益又は経常損失（△） △4,559 6,370

特別利益

固定資産売却益 110 28

退職給付制度改定益 － 89

その他 37 58

特別利益合計 148 177

特別損失

固定資産除売却損 733 130

その他 231 215

特別損失合計 964 346

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△5,376 6,202

法人税、住民税及び事業税 770 2,420

法人税等調整額 243 △86

法人税等合計 1,013 2,334

少数株主損益調整前四半期純利益 － 3,868

少数株主利益 768 1,131

四半期純利益又は四半期純損失（△） △7,157 2,736
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△26,799 12,507

減価償却費 26,776 26,152

貸倒引当金の増減額（△は減少） 124 △162

製品保証引当金の増減額（△は減少） △3,978 2,110

退職給付引当金の増減額（△は減少） 486 639

受取利息及び受取配当金 △1,161 △1,449

支払利息 2,172 1,928

為替差損益（△は益） 118 86

持分法による投資損益（△は益） 3,419 △233

固定資産除売却損益（△は益） 832 281

売上債権の増減額（△は増加） △13,648 11,021

たな卸資産の増減額（△は増加） 6,612 △11,956

仕入債務の増減額（△は減少） 19,335 △2,915

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,090

その他 537 1,794

小計 14,828 40,894

利息及び配当金の受取額 1,178 1,460

利息の支払額 △2,148 △1,834

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 4,266 △3,275

営業活動によるキャッシュ・フロー 18,123 37,244

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △23,522 △12,823

有形固定資産の売却による収入 481 594

無形固定資産の取得による支出 △1,835 △1,747

投資有価証券の取得による支出 △25 △36

関係会社株式の売却による収入 － 258

関係会社出資金の払込による支出 △1,392 －

その他 △174 17

投資活動によるキャッシュ・フロー △26,468 △13,737

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △16,460 △24,805

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） △40,500 △5,000

長期借入れによる収入 64,476 2,570

長期借入金の返済による支出 △3,044 △3,055

配当金の支払額 － △1,142

その他 △902 △925

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,568 △32,358

現金及び現金同等物に係る換算差額 △214 △619

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,991 △9,470

現金及び現金同等物の期首残高 29,427 30,380

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 24,436

※
 20,910
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 （1）連結の範囲の変更

　　第１四半期連結会計期間より、会社清算により㈱アトラデザインを連

結の範囲から除外している。

（2）変更後の連結子会社の数

　　75社

２．持分法の適用に関する事項の変更 （1）持分法適用関連会社の変更

　　第１四半期連結会計期間より、株式売却により石川日野自動車㈱を持

分法適用の範囲から除外している。

(2）変更後の持分法適用関連会社の数

　16社

３．会計処理基準に関する事項の変更 (1）資産除去債務に関する会計基準の適用　

　　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年

３月31日）を適用している。 

　　これにより、当第２四半期連結累計期間の税金等調整前四半期純利益

は1,099百万円減少している。なお、営業利益及び経常利益に与える影

響は軽微である。

(2）「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理

に関する当面の取扱い」の適用

　　第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計

基準第16号　平成20年３月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会

計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号　平成20年３月10

日）を適用している。なお、これによる損益に与える影響はない。

 

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当

第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示している。

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当

第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示している。
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【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

  法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法によってい

る。

繰延税金資産の回収可能性に関しては、前連結会計年度末の検討において使用した将来の業績予測やタックス・プラ

ンニングに、前連結会計年度末からの重要な一時差異の変動を加味したものを使用する方法によっている。

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　有形固定資産に対する減価償却累計額　

 615,871百万円

※１　有形固定資産に対する減価償却累計額　　

601,042百万円　　

　２　保証債務　

　　　銀行借入金他に対し債務保証を行っている。

　２　保証債務　　

　　　銀行借入金他に対し債務保証を行っている。

オートローン　 492百万円　

従業員の住宅資金借入金　 4,702 　

　計 5,195 　

オートローン　 642百万円　

従業員の住宅資金借入金　 5,088 　

　計 5,730 　

　３　担保提供資産

担保に供されている資産について、事業の運営に

おいて重要なものであり、かつ、前連結会計年度の

末日に比べて著しい変動が認められるものはな

い。

　３　　　　　　　　──────

　

　４　受取手形割引高

　3,145百万円

　４　受取手形割引高　

　3,238百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 25,086百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △649 　

現金及び現金同等物　 24,436　

　

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 21,176百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △266 　

現金及び現金同等物　 20,910　
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　574,580,850株　

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　  4,680,545株　

３．新株予約権等に関する事項

　ストック・オプションとしての新株予約権

　　新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　　親会社　215百万円

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額　

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月25日

定時株主総会
普通株式 1,142 2  平成22年３月31日 平成22年６月28日利益剰余金

　

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年10月28日

取締役会
普通株式 1,140 2  平成22年９月30日 平成22年11月26日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

　

　当社グループは、自動車の製造及び販売に関連した事業のみであるため、事業の種類別セグメント情報は記

載していない。

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

その他の地
域
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

　売上高 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 153,59845,255 28,100226,955 － 226,955

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高
29,925 319 2,183 32,428△32,428 －

計 183,52345,575 30,284259,383△32,428226,955

　営業利益（損失） △5,454 1,925 △39 △3,568 365 △3,203

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

その他の地
域
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

　売上高 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 261,05784,892 46,529392,479 － 392,479

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高
52,310 562 2,485 55,358△55,358 －

計 313,36785,455 49,015447,838△55,358392,479

　営業利益（損失） △25,408 3,182 490 △21,736 △273 △22,009

　（注）１．国又は地域の区分方法は、地理的近接度によっている。

２．各区分に属する主な国又は地域は以下のとおり。

アジア：タイ、インドネシア

その他の地域：アメリカ、オーストラリア
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 アジア 北米 大洋州 中南米 その他の地域 計

海外売上高（百万円） 52,353 21,582 5,085 4,388 2,176 85,587

連結売上高（百万円） － － － － － 226,955

連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
23.1 9.5 2.2 1.9 1.0 37.7

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 アジア 北米 大洋州 中南米 その他の地域 計

海外売上高（百万円） 97,390 30,511 12,511 7,952 4,086 152,453

連結売上高（百万円） － － － － － 392,479

連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
24.8 7.8 3.2 2.0 1.0 38.8

　（注）１．国又は地域の区分方法は、地理的近接度によっている。

２．各区分に属する主な国又は地域は以下のとおり。

アジア：タイ、インドネシア、パキスタン、中国

北米：アメリカ、カナダ

大洋州：オーストラリア、ニュージーランド

中南米：エクアドル、ペルー

その他の地域：中東

　

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものである。

　当社の事業は主にトラック・バスの生産販売及びトヨタ自動車株式会社からの受託生産並びに関連製品の

開発、設計及びその他のサービス等であり、主として国内においては当社及び国内子会社が、海外においては

現地子会社が各地域をそれぞれ担当し、取り扱う製品・サービスについて各市場に適した戦略を立案し、事

業活動を展開している。

　したがって、当社は生産販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日本」、「アジ

ア」の２つを報告セグメントとしている。　
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２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　

当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日 至　平成22年９月30日）

　 （単位：百万円）

 
報告セグメント

その他

※１　
合計

調整額
※２

四半期連結
損益計算書
計上額
※３

日本 アジア 計

売上高     　   

外部顧客への売上高 414,010151,484565,49540,206605,701 － 605,701
セグメント間の内部売上
高又は振替高

100,467 964 101,432 321 101,753△101,753 －

計 514,477152,449666,92740,527707,455△101,753605,701

セグメント利益又は損失

(△)
9,773 9,499 19,273 △27 19,246△2,828 16,417

※１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、北米、オセアニア等を含ん

でいる。

※２ セグメント利益の調整額△2,828百万円にはセグメント間の取引消去及び棚卸資産の調整額他が含ま

れている。

※３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

当第２四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日 至　平成22年９月30日）

　 （単位：百万円）

 
報告セグメント

その他

※１　
合計

調整額
※２

四半期連結
損益計算書
計上額
※３

日本 アジア 計

売上高     　   

外部顧客への売上高 213,30176,833290,13421,027311,162 － 311,162
セグメント間の内部売上
高又は振替高

52,036 496 52,533 148 52,682△52,682 －

計 265,33877,330342,66821,176363,844△52,682311,162

セグメント利益又は損失

(△)
3,801 4,833 8,635 73 8,708 △970 7,738

※１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、北米、オセアニア等を含ん

でいる。

※２ セグメント利益の調整額△970百万円にはセグメント間の取引消去及び棚卸資産の調整額他が含まれ

ている。

※３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

該当事項なし。　

　

（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　

平成20年３月21日）を適用している。　
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（ストック・オプション等関係）

　当第２四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

　１．ストック・オプションに係る当第２四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

　販売費及び一般管理費の株式報酬費用　　　　29百万円

２．当第２四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

＜平成22年６月25日決議分＞

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役12名、執行役員及び従業員等167名

株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式　1,294,000株

付与日 平成22年８月２日

権利確定条件

平成22年６月25日開催の定時株主総会終結後２年内の最終

の決算期に関する定時株主総会終結まで、当社の取締役、執

行役員又は従業員等の地位にあること。

対象勤務期間

付与日（平成22年８月２日）から権利確定日（平成22年６

月25日開催の定時株主総会終結後２年内の最終の決算期に

関する定時株主総会終結の日）まで。

権利行使期間 自　平成24年８月１日　至　平成30年７月31日

権利行使価格（円） 396

付与日における公正な評価単価（円） 130
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 363円20銭 １株当たり純資産額 364円88銭

２．１株当たり四半期純利益（損失）金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額(△) △50円71銭　 １株当たり四半期純利益金額 10円24銭　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載していない。

潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額
10円24銭　

　

（注）１株当たり四半期純利益（損失）金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりである。　

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益（損失）金額 　 　

四半期純利益（損失）（百万円） △29,004 5,844

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（損失）

（百万円）
△29,004 5,844

期中平均株式数（株） 572,019,294 570,769,626

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（株） － 236,474

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

平成21年６月24日開催の定時株

主総会及び取締役会において決

議された新株予約権（新株予約

権の数1,232個）

なお、この概要は「新株予約権等

の状況」に記載のとおり。

平成22年６月25日開催の定時株

主総会及び取締役会において決

議された新株予約権（新株予約

権の数1,294個）

なお、この概要は「新株予約権等

の状況」に記載のとおり。

　（注）△印は、損失を示す。
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額(△) △12円52銭　 １株当たり四半期純利益金額 4円80銭　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載していない。

潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額
4円80銭　

（注）１株当たり四半期純利益（損失）金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりである。　

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益（損失）金額　 　 　

四半期純利益（損失）（百万円） △7,157 2,736

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（損失）

（百万円）
△7,157 2,736

期中平均株式数（株） 571,587,847 570,339,441

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額　 　 　

四半期純利益調整額（百万円）　 － －

普通株式増加数（株）　 － 173,783

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要　

平成21年６月24日開催の定時株

主総会及び取締役会において決

議された新株予約権（新株予約

権の数1,232個）

なお、この概要は「新株予約権等

の状況」に記載のとおり。

平成22年６月25日開催の定時株

主総会及び取締役会において決

議された新株予約権（新株予約

権の数1,294個）

なお、この概要は「新株予約権等

の状況」に記載のとおり。

　（注）△印は、損失を示す。

（重要な後発事象）

該当事項なし。

２【その他】

平成22年10月28日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議した。

①中間配当による配当金の総額　　　　　　　1,140百万円　

②１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　2円

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成22年11月26日

（注）平成22年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行う。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月11日

日野自動車株式会社

取　締　役　会　御　中

あ ら た 監 査 法 人

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 小　澤　義　昭　　

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 加　藤　達　也

 
 
 

   

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日野自動車株

式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１

日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日野自動車株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の

財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期

連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において

認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四

　半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年11月11日

日野自動車株式会社

取　締　役　会　御　中

あ ら た 監 査 法 人

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 小　澤　義　昭　　

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 加　藤　達　也

 
 
 

   

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日野自動車株

式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１

日から平成22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日野自動車株式会社及び連結子会社の平成22年９月30日現在の

財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期

連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において

認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四

　半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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